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福島県指定障害福祉サービス事業者等指導要綱 

 

（趣旨） 

第１条  この要綱は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平

成１７年法律第１２３号。以下「支援法」という。）第１１条第２項及び児童福祉法（昭

和２２年法律第１６４号。以下「福祉法」という。）第５７条の３の３第４項の規定に基

づき、障害福祉サービス事業者等に対して行う質問等についての基本的事項を定める。 

 

（指導の方針） 

第２条 指導は、障害福祉サービス事業者等に対し、次に掲げる基準等に定める自立支援

給付及び障害児通所給付費等対象サービス等（以下「障害福祉サービス等」という。）

の取扱い、自立支援給付及び障害児通所給付費等（以下「給付費等」という。）の請求

に関する事項等について周知徹底させることを主眼として実施する。 

(1) 福島県指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定

める条例（平成２４年条例第９０号） 

(2) 福島県指定障害者支援施設の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例（平

成２４年条例第９１号） 

(3) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定地域

相談支援の事業の人員及び運営に関する基準（平成２４年厚生労働省令第２７号） 

(4) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害

福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基

準（平成１８年厚生労働省告示第５２３号） 

(5) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定地域

相談支援に要する費用の額の算定に関する基準（平成２４年厚生労働省告示第１２

４号） 

(6) 厚生労働大臣が定める一単位の単価（平成１８年厚生労働省告示第５３９号） 

(7) 福島県指定通所支援の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平

成２４年条例第８８号） 

(8) 児童福祉法に基づく指定通所支援及び基準該当通所支援に要する費用の額の算定

に関する基準（平成２４年厚生労働省告示第１２２号） 

(9) 厚生労働大臣が定める一単位の単価（平成２４年厚生労働省告示第１２８号） 

 

（指導の対象） 

第３条 指導の対象は、次に掲げる事業者、設置者及びその従業者（この要綱において、 

「障害福祉サービス事業者等」という。）とする。 

(1) 指定障害福祉サービス事業者（支援法第２９条第１項に規定する事業者をいう。   
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以下同じ。） 

(2) 指定障害者支援施設（支援法第２９条第１項に規定する施設をいう。以下同じ。）

の設置者 

(3) 指定一般相談支援事業者（支援法第５１条の１４第１項に規定する事業者をいう。   

以下同じ。） 

(4) 指定障害児通所支援事業者（福祉法第２１条の５の３第１項に規定する事業者を   

いう。以下同じ。） 

 

（指導の実施者） 

第４条 指導は、保健福祉部長（以下「部長」という。）が所掌し、各保健福祉事務所長（以

下「事務所長」という。）と連携を図りながら実施する。 

 

（指導の方法） 

第５条  指導は、次の方法により実施する。 

   (1)  集団指導 

集団指導は、障害福祉サービス等の取扱い、給付費等の請求の内容、制度改正の

内容及び虐待事案をはじめとした過去の指導事例等指導すべき内容に応じ、指導対

象となる障害福祉サービス事業者等を一定の場所に集め、又は当該事業者等の団体

等の依頼を受けて、講習等の方法により行う。なお、オンライン等（オンライン会

議システム、ホームページ等。以下同じ。）の活用による動画の配信等による実施

も可能とする。 

  (2)  運営指導 

        運営指導は、原則、指導対象となる障害福祉サービス事業者等の施設又は事業所

において、別に定める運営指導調書等に基づいて、関係書類を閲覧し、関係者から

の面談方式により行う。 

    なお、施設・設備や利用者等のサービス利用状況以外の実地でなくても確認でき

る内容の確認については、情報セキュリティの確保を前提としてオンライン等を活

用することができる。活用に当たっては、指定障害福祉サービス事業者等の過度な

負担とならないよう十分に配慮する。 

(3) 運営指導の特例 

前号の規定に関わらず、やむを得ない事情により運営指導を行うことが困難な

場合には、部長が別に通知する方法により行う。 

 

（指導方針の策定） 

第６条 部長は、重点的かつ効果的な指導を行うため、前年度の指導結果等を踏まえ、毎年

度当初に指定障害福祉サービス事業者等指導方針（以下「指導方針」という。）を策定す
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る。 

 

（指導対象の選定） 

第７条 指導対象となる障害福祉サービス事業者等については、以下のとおりとする。 

  (1)  集団指導 

    集団指導の対象は、第３条各号に規定する障害福祉サービス事業者等から選定す

る。 

  (2)  運営指導 

  第５条第２号に規定する運営指導及び第３号に規定する運営指導の特例（以下

「運営指導等」という。）の対象は、別に定める運営指導等計画によるものとする。 

 

（集団指導の手続等） 

第８条 部長は、集団指導の対象となる障害福祉サービス事業者等を選定したときは、あ

らかじめ集団指導の日時、場所、指導内容等を文書により通知する。 

２ 部長は、集団指導に欠席した障害福祉サービス事業者等に配慮して、当日に使用した

資料等について県のホームページ等を通じて周知するとともに、オンライン等の活用に

よる動画の配信等による場合は、配信動画の視聴や資料の閲覧状況について確認するよ

う努める。 

 

（運営指導の手続等） 

第９条 部長は、運営指導の実施にあたっては、あらかじめ次に掲げる事項を記載した文

書により通知する。 

ただし、指導対象となる事業所において虐待が疑われているなどの理由により、あら

かじめ通知したのでは当該事業所の日常におけるサービスの提供状況を確認することが

できないと認められる場合は、指導開始時に次に掲げる事項を文書により通知するもの

とする。 

  (1)  運営指導の根拠規定及び目的 

  (2)  運営指導の日時及び場所 

  (3)  指導担当者数 

  (4)  出席者 

  (5)  事前に提出を求める資料等 

 

２ 前項の通知により実施した運営指導の結果、改善を要すると認められた場合又は給付

費等について過誤による調整を要すると認められた場合は、部長は、文書により通知す

る。 

  この場合において、部長は、当該障害福祉サービス事業者等から文書により改善を求  
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めるものとする。 

３ 部長は、前項後段の規定により報告を受けた場合において、必要があると認めるとき  

は、文書又は職員の派遣等により改善状況、改善結果について確認する。  

 

（運営指導の特例の手続等） 

第９条の２ 運営指導の特例の方法により実施する場合の手続等については、部長が別に

通知する方法により行う。 

 

（指摘基準） 

第９条の３ 運営指導等の指摘基準は、別に定める。 

 

（監査） 

第 10 条  部長は、運営指導等において、次に掲げる場合に該当する状況を確認したときは、  

運営指導等を中止し、直ちに福島県指定障害福祉サービス事業者等監査要綱（平成１６

年２月１２日付け保健福祉部長通知。以下「監査要綱」という）に定めるところにより

監査を行うことができる。 

   (1)  著しい運営基準違反が確認され、利用者及び入所者等の生命又は身体の安全に危      

害を及ぼすおそれがあると判断される場合。 

  (2)  給付費等の算定に誤りが確認され、その内容が、不正若しくは著しい不当が疑わ   

れる場合。 

 

（補則） 

第 11 条 この要綱に定めるもののほか、指導の実施に関し必要な事項は、別に定める。 

 

    附 則 

 この要綱は平成１５年５月２３日から施行し、平成１５年度の指導から適用する。 

    附 則 

  この要綱は平成１７年６月３日から施行し、平成１７年度の指導から適用する。 

    附 則 

１ この要綱は平成１８年６月６日から施行し、平成１８年度の指導から適用する。 

  ただし、次の事項については、改正前の「福島県支援費指定居宅支援事業者等指導要  

綱」を適用するものとする。 

 (1)  平成１７年度までに執行した支援費に関するもの。 

 (2)  平成１８年９月３０日までの身体障害者更生援護施設（身体障害者更生施設、身

体障害者療護施設及び身体障害者授産施設に限る。）及び知的障害者援護施設（知

的障害者更生施設、知的障害者授産施設及び知的障害者通勤寮に限る。）の支援費
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に関するもの。 

 (3)  平成１８年１０月１日以降、障害者自立支援法の附則で定める経過措置の期日（平     

成２４年３月３１日までの日で政令で定める日の前日）まで、引き続き支援費制度

を選択する身体障害者更生援護施設及び知的障害者援護施設の支援費に関するもの。  

２ 第２条第１項のなお書きについては、平成１８年１０月１日以降は、適用しない。 

    附 則 

 この要綱は平成１９年５月１８日から施行し、平成１９年度の指導から適用する。 

 

    附 則 

 この要綱は平成２０年５月８日から施行し、平成２０年度の指導から適用する。 

    附 則 

 この要綱は平成２２年５月６日から施行し、平成２２年度の指導から適用する。 

   附 則 

 この要綱は平成２４年５月９日から施行し、平成２４年度の指導から適用する。 

附 則 

 この要綱は平成２５年５月１日から施行し、平成２５年度の指導から適用する。 

附 則 

この要綱は平成２８年５月１３日から施行し、平成２８年度の指導から適用する。 

附 則 

この要綱は令和３年５月２７日から施行し、令和３年度の指導から適用する。 

附 則 

この要綱は令和４年７月１４日から施行し、令和４年度の指導から適用する。 

附 則 

この要綱は令和５年５月２５日から施行し、令和５年度の指導から適用する。 

附 則 

この要綱は令和６年５月２９日から施行し、令和６年度の指導から適用する。 

 


